
生活習慣病予防活動支援モデル事業について 

 
１．目的 

平成 20 年度から保険者に義務化される特定健診・保健指導の実施者として保健師に

対する期待が大きい。厚生労働省検討会においては、習慣となった生活を変化させるに

は行動変容理論を踏まえた支援活動が不可欠と言われている。 

日本看護協会は支援活動プログラムを開発した。本プログラムは生活習慣を変容する

ことの困難さを鑑み、厚生労働省特定健診・保健指導確定版に比べ支援内容や支援期間

は異なるが、確実に行動変容を期待できるものとして作成した。本会プログラムと厚生

労働省版特定保健指導を同時に実施し、その有効性を検討する。 

２．対象および参加対象人数 

地域（市町村）13 事業者  参加対象者 約 380 人 

職域      3 事業者  参加対象者 約 120 人 

３．実施内容 

１）準備期 

（１）地域の実態を知る 

①健康診査結果を分析する 

②医療費を分析する 

③保健事業の振り返り（生活習慣病予防事業を中心に） 

（２）参加対象者を選定する 

検診結果等より「標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）」に則った

選定基準で対象を選定。（但し、実施段階で、確定版プログラムに沿って、対

象の拡大を検討した） 

（３）事例と出会う（家庭訪問・面接の実施） 

各事業者でそれぞれ約 10 事例の家庭訪問を実施し、スタッフ間で事例検討

を行った。 

２）支援プログラムの実施 

（１）実践プログラムのポイント 

①「自分自身の問題の発見と深化」をねらい「無自覚の問題」を自覚させる

働きかけとして、小集団活動を採用する 

②お互いに率直に体験や失敗を語り合う【話し合い】ことを中心に、仲間と

の対比により、普段意識していない自分の生活を見ていくことを主な内

容として、3ヶ月に 1回の継続的な場を提供する 

③コントロール状態を自分で把握できるようにするために身体の状態を反映

する検査値【CHECK】を活用する 

④検査値は一旦改善しても、気を抜くと必ず悪くなるので、継続の困難さや

習慣化を確認し、続けていくための条件も認識する 
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（社）日本看護協会 健康生活支援センター（仮称）の構想（案） 

 
今般の医療制度改革を踏まえ、生活習慣病予防の徹底を図るため、糖尿病等の生活習慣病

に関する健康診査及び特定健診の結果により健康の保持に努める必要がある者に対して保

健指導の実施を義務付けている。 
特定保健指導を行う際には、対象者のライフスタイルを考慮した上で、対象者自らが実行

可能なことをできるように支援していくことが必要である。 
長期的に疾病予防や医療費適正化をみていくならば、ハイリスクアプローチだけではなく健

康の保持増進のため社会全体が健康的な生活習慣を獲得できるように支援するポピュレー

ションアプローチの展開による環境整備などの社会資源を有効に活用した体制の整備も求

められている。 
 そこで、保健指導実施者の量・質の担保を前提とし、国民の健康づくり・疾病予防のため

の行動変容への支援および社会的なニーズへの対応が必要であり、地域ごとに展開できる体

制整備を目指す。 
 
【事業内容】 
1．訓練された保健師の人材確保紹介事業 

・ 在宅保健師、退職保健師、保健師免許保持者（活動経験なし）の働く場の確保や時間の

有効活用における広報 
・ 在宅保健師、退職保健師などの登録を行い、対象者の個々の状態に沿った支援が望まれ

る地域のニーズおよび需要により対応 等 
 
２．実践者研修事業 

・ 特定保健指導の実施者に対し、実践者育成研修を受講する場の設定 
・ 実践者育成研修を受講した者に対し、段階的にスキルアップ研修を行うなどして質の向

上に努める 
・ 医療制度および特定健診・特定保健指導に関する情報提供 等 
 
３．健康づくり支援事業／ポピュレーションアプローチ展開支援事業 

・ 特定保健指導等で使用できる教材の作成、E メールや FAX などで活用できる媒体の開

発作成、活用にむけての推進活動 
・ 必要に応じて、個別および集団の健康相談に応じる 
・ ポピュレーションアプローチに関する支援 等 
 
４．特定保健指導委託請負事業 

・ 受託にむけて、モデル事業実施 16 ヶ所 
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